









































所長 町田　俊彦（経） 事務局長 　宮嵜　晃臣（経）
事務局長 宮嵜　晃臣（経） 財政 〇清水　真志（経）
前事務局長 村上　俊介（経） 財政 　鈴木奈穂美（経）
 原田　博夫（経） 研究会 〇佐藤康一郎（営）
 白藤　博行（法） 研究会 　兵頭　淳史（経）
 佐々木浩二（営） 研究会 　樋口　博美（人）
 川村　晃正（商） 研究会 　小池　隆生（経）
 嶋根　克己（人） 編集前期 〇福島　利夫（経）
   　　後期経済学部長就任に伴い解嘱
  編集 　前田　和實（商）
  編集 　内藤　光博（法）
会計監査 永江雅和（経） 編集後期 ○大矢根　淳（人）
  編集後期より 　新田　　滋（経）
  文献資料 〇野部　公一（経）
  文献資料 　福島　義和（文）
  ホームページ 〇高萩栄一郎（商）

































































テーマ：Interrogating Sustainable Development　From Theory to Practice.
















































　　　報告者：劉 小 川 （上海財経大学）、討論者：池上岳彦（立教大学）
４．公的扶助15時40分～16時50分



































































10：25～11：25　　A Study of CSR and New Management Paradigm
　　　　　　　　　　　　Lim Sang-Hyuk　（檀国大学）
　　　　　　　　　コメンテーター： 間嶋　崇（本学経営学部）
11：30～12：30　　 Study on Mediating Effects of Performance Measures on Relations among 
























































「今治タオル産業の『再生』と中国」  ……………………………………… 柴田　弘捷（所員）







































「米連邦政府による自動車産業支援策 補論」Ⅰ …………………………… 鈴木　直次（所員）
（7）8月（590）号、2012年8月20日




















 （4）髙梨　健司（所外研究員） 片倉製糸の蚕種製造委託と地方蚕種家 
 （5）平井　太郎（所外研究員） 戦後日本における「住むこと」の社会学探究の可能性：
  　nDK＝家族モデルと「空間規範」分析、その未踏 
  　の可能性 
 （6）福島　義和（所員）  リーロン地区の再開発事業にともなう人口移動と上海
大都市圏の発展（その２）
 （7）藤井　亮二（所外研究員） 予算における国際費見積もりの課題 
 （8）Hiroshi Mori（研究参与）, Yoshiharu Saegusa（元東京都立大学教授）, 
 　　and John Dyck（Economist with ERS/USDA）
所報（2012. 1～12）
― 239 ―
  Estimating Demand Elasticities in a Rapidly Aging Society







「世界経済危機と経済政策」 ……………………………………………………… 野口　　旭（所員） 
「世界経済危機後の輸出減少のメカニズム」 …………………………………… 伊藤　萬里（所員） 














「イギリス経済衰退 /再生論の動向」 …………………………………………… 永島　　剛（所員）
「ウェルフェアからワークフェアへ―ニューレイバーと福祉国家」…… 毛利　健三（研究参与）
「土地のアクセス権と自然環境保全―イングランドの歩く権利・アクセス権から考える」
　　 ………………………………………………………………………………… 泉　　留維（所員）
４．その他の活動
１．文献資料の収集理
（1）社会科学分野にかかわるリファレンス資料に相当するもの（辞書、統計、白書、年鑑等）の収
集に重点を置くという方針に基づいて、文献資料を収集した｡
（2）年度当初から文献購入希望を募り、予算枠を考慮しつつ、随時購入した｡
（3）社研プロジェクト「中国社会研究」の一環としておこなってきた中国経済・社会に関する文献
― 240 ―
専修大学社会科学年報第 47 号
収集に関しては、東アジア経済社会に対象を広げ実施した｡
２．文献資料の整理、配架
（1）文献資料の検索は「図書カード」によるものとして、収集した文献の整理を行なう｡また、電
子化にむけた作業を開始した｡
（2）CD-ROM版の文献資料はロッカーに別途保管するようにした｡
（3）図書館と重複して購入している和雑誌に関しては、書庫が手狭になったため（直近5年分を除
き）廃棄処分とし、廃棄にあたっては、希望者に対象雑誌を頒布する期間を設けた｡
３．文献資料の公開
「文献ニュース」を社会科学研究所のホームページに掲げ、2011年度末までに収集した主な文献
を中心に新着情報を提供した｡
本学図書館蔵書で欠号の、本研究所所蔵の資料は図書館に寄贈した。
４.ホームページの充実
パソコンを社会科学研究と当研究所の研究事業を外部により広く公開するための道具として活用
した。
（1）ホームページの充実
ホームページのさらなる充実をすすめる。論文を読みやすくするために、論文単位のファイル
化、抄録の作成、問い合わせ先の追加などを検討した。
（2）電子メールの活用
電子メールを活用して、通信業務を効率化した。2007年度より開始した、所員に対する案内
等の原則電子メール化を継続した。ただし、郵送の必要なもの（例：委任状など）や、電子メー
ルに対応していない所員に対しては、引き続き郵送としてきた。
（3）コンピュータシステムの充実
（4）CD-ROMの利用環境の整備
（5）専修大学学術機関リポジトリへの登録
社研のホームページに掲載されている論文（月報・年報）を図書館が運用する「専修大学学術
機関レポジトリ」に登録している。機関リポジトリとは、大学とその構成員が創造したデジタル
資料の管理や発信を行うために、大学がそのコミュニティの構成員に提供する一連のサービスと
されている。掲載されることにより、国立情報学研究所のデータベースに登録され、より多くの
人に論文を参照の機会を提供できる。
登録するために、月報・年報の投稿規定に、「掲載された論文は、原則として、社会科学研究
所ホームページおよび 専修大学学術機関リポジトリに登録し、全文公開する。」を追加した。す
でに、ホームページで全文公開している2003年度以降の月報、2004年度以降の年報についても、
専修大学学術機関リポジトリに登録するこことしている。
以上の論文以外の論文の専修大学学術機関リポジトリへの対応は別途、検討した。
